


















































































































































































































































簡単化のために、例えば、自動車組立企業 A 社（以下 A 社）が、最新型のハイブリッド自
動車、プラグインハイブリッド自動車または電気自動車、すなわち、複合財としての特殊品
としての新製品 X を、自社内または外注によって開発・生産するケースを想定する。
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一方、A 社は、この X を自ら開発しない限りは、X の開発に関する知識・情報を持たず、
開発費用とは別に、200 の市場取引費用（すなわち、B 社の機会主義的利益）を B 社に支払
わなければならない。表１で、100% 外注の場合、市場取引費用 200、企業内取引費用 0 であ
り、取引費用合計（＝市場取引費用＋企業内取引費用）200 を支払う。
言い換えれば、A 社が B 社に X を 100% 外注することは、いわば独占企業 B 社に 100% 発
注することであり、B 社の高い独占利潤、すなわち、B 社の機会主義的利益、つまり、A 社
にとっての市場取引費用（C2）である 200 を、開発・生産費用に上乗せした価格を支払わざ
るを得ない。
逆に、A 社が X を 100%、企業内で開発すれば、市場取引費用は発生しないが、企業内で
の取引費用 125 を、A 社内で支払わねばならない。100% 企業内開発の場合には、市場取引費
用 0、企業内取引費用 125 であり、取引費用合計は、125 となる。
表１　取引費用最小化の数値例（手島茂樹作成、2015）
このため、両者を比較すれば、より取引費用の少ない、100％企業内取引が選択される。新
製品 X を A 社が内製すれば、たとえ企業内取引費用 C1 が 125 かかっても、市場取引費用 C2









しかし、そこから先が決定的に重要であり、それこそが O. Williamson の想定にはない、本
稿の論点である。複合財としての特殊品である新製品 X は、主要部品 X1---Xn に分解され、
これら主要部品は各々、新製品 X と同様に、十分に高い資産特殊性を保有する。注目すべき
は、A 社が、最重要部品から、順次、重要度に応じて、自社内での開発を開始すれば、独占
的地位にあったはずの部品企業 B 社は、自らのＪ選好に基づき、A 社からの今後の受注を可
能な限り確保するために、これまで享受していた機会主義的利益を劇的に削減することであ
る。複合財としての特殊品の定義に基づき、これら主要部品には、十分に高い資産特殊性が
あるため、開発・生産費用は企業 A でも企業 B でも、各々同額である一方、Ｊ選好に基づ
く B 社の行動は、A 社の市場取引費用 C2（B 社の機会主義的利益）を、劇的に削減する。他






開発は、開発全体の 20% を占める。この部分の開発をＡ社が自社内で行えば、X1 の企業内
取引費用 C1 は 1 であるのに対し、X2 から X5 までの市場取引費用 C2 は 102.4 であるため、
取引費用総額 C1+C2 は 103.4（＝1＋102.4）である。これは、100% 外注の場合の市場取引費用
200 や、100% 企業内開発の場合の企業内取引費用 125 よりも小さい。しかし、これは A 社に
とって、最適な企業内部品開発率ではない。新製品 X にかかる企業内取引費用は市場取引費
用を大きく下回っているので、一層の企業内部品開発が選好される。
そこで、次に重要な X2 部品まで A 社が企業内部で開発すれば、A 社の企業内開発率は
40％であり、X1 および X2 の C1 は 8 まで上昇するものの、X3 から X5 までの C2 が 43.2 ま
で低下し、C1+C2 は 51.2 に低下する。依然として企業内取引費用が市場取引費用を下回って
いるので A 社内の部品開発がさらに推進される。
第 3 部品 X3 まで A 社で開発すると、企業内開発率は 54%、C1 も、C2 もほぼ 20 弱とな
り、C1+C2 は 40 弱となる。このとき C1+C2 は、最小となる。まさに R. コースの言うよう
に、企業内取引の範囲は企業内取引費用が市場取引費用以下になることである x。
第４部品 X4 まで A 社で開発すると、企業内開発率は 80%、C1 は、64、C2 は、1.6、
C1+C2 は、65.6 となる。明らかに、X4 まで A 社が開発するのは不効率であり、X4 は、B 社
に外注すべきである。X5 も当然外注される。第 5 部品 X5 まで開発すると、全てを A 社で開
発することになり、取引費用総額は 125 まで上昇する。 
この数値例では、取引費用の最小化点は、第３部品（X3）までの内製化により達成され、
取引費用総額は 40 弱であり、O. Williamson の想定した X1 から X5 まで、全てを企業内 A 内
で開発する場合の取引費用総額 125 よりはるかに小さく、取引費用を最小化できる。
取引費用最小化を可能にするのは、企業および従業員のＪ選好である。新製品 X の重要部




表１において、A 社が、X1 の内製を始めれば、市場取引費用 C2 が、200 から 102.4 へと急速
に減少するのはそのためである。但し、A 社が、内製を進めれば進めるほど、B 社からみた
顧客としての、A 社の重要性は低減するので、市場取引費用の減少率も逓減する。すなわち、
X1 に加えて、X2 も内製すれば、C2 は、102.4 から 43.2 へとさらに逓減するが、逓減幅は、
97.6 から 59.2 へと急減する。同様に、X3 まで内製すれば、C2 は、43.2 から 20 弱へとさらに





可能性も増大するので、企業内取引費用の増加率は逓増する。表１において、X1 から X5 へ















の従業員も、A 社の取引先である B 社も、当面の機会主義的利益を獲得するよりも、長期・
永続的な取引継続の利益、すなわち、取引相手の信頼を勝ち得るべく、自己の交渉力以下に
機会主義的利益（＝ A にとっての取引費用）を抑制することである。A 社は、それを利用し
て C1+C2 を最小化するα（＝ J）の最適選択を行うことができる。
多国籍企業の「機会主義的行動」と「信頼感の醸成」の最適解に向けて（手島）
− 55 −
図１　 J 選好の下での取引費用最小化：戦略曲線（ST Curve=C1 Curve+C2 Curve）上の
　　　J 点：C1 Curve は企業内取引費用曲線、C2 Curve は市場取引費用曲線
（手島茂樹、1998−2015） 
図２　非 J 選好の下での取引費用最小化：戦略曲線（ST Curve=C1 Curve+C2 Curve）上の





































































































これを希求する、品質志向の強い市場。図 4 の F1F1（より高品質とより低価格の消費者の選
択であるため原点に対し凹となる））において、欧米大規模企業（これを W とする）は、既
存の技術体系 T1T1（より高品質とより高価格の生産者の選択であるため原点に対し凸とな
る）のもとで自社の市場を確立した。これが図４の出発点である A 点である。企業 W は、
ローリスク・ハイリターンの経営を目指し、より高付加価値・高価格な製品の開発に傾きや
すい xiii（クリステンセン 2001）。これが、「漸進的イノベーション」であり、図４において、
T1T1 に沿って、矢印に②の方向へ、B’点に向かう動きで示される。企業 W が寡占的あるい
は独占的な力を持っていれば、市場の需要 F1F1 と T1T1 上の B’点との間に乖離が生じ、過
剰品質の高価格品となっても、企業 W は、超過利潤を得ながら、事業遂行が可能である。し
かし、日本企業 J が欧米市場に持ち込んだ破壊的イノベーションは、同じ技術体系 T1T1 の
下で、市場の許容する品質で、より低価格の製品を供給するので、この矢印②の動きを反転
させ、もとの A 点に至る矢印②’の動きを生ずる。市場の真のニーズが A 点にあるとき、破
壊的イノベーションによって、日本企業は、ファースト・ベスト市場 F1F1 に参入して企業
W を駆逐し市場を確保することができる。
しかし、企業 J の事業戦略はそれにとどまらない。企業 J は、（2.5）および（2.6）で論じた
ポスト・フォーディズム型組織の優位性を生かして、持続的な革新的イノベーションを達成
する。これは、図４において、A 点から B 点への矢印①の動きで表され、より高品質、より
低コスト・低価格の新製品を、部品およびアーキテクチュアの漸進的・持続的な改善の積み
重ねに基づいて創出する。高品質と低コスト・低価格により、持続的な革新的イノベーショ
















































































































































































































（2.7）の図４の B 点から C 点への T1T1 曲線に沿った矢印③の動きは、破壊的イノベーシ
− 64 −
ョンによる供給サイドの汎用品化を表し、製品の需要曲線 F2F2 から SS（セカンド・ベスト
市場）へのシフトで表される世界的な需要サイドの汎用品化とマッチするものである。その
意味で、汎用品化が急速に進む市場では、C 点で製品の生産を行う非 J 選好のアジア企業は、





































汎用品化する産業において中核部品の独占的供給者である SMD 型組織は TCM 型組織に対し
































































ある。特に、J 選好のポスト・フォーディズム型組織（TCM 型組織）を支える人材と非 J 選














































ながる。むしろ汎用品化の進展等のために TCM 型組織が競争力を失い、本来の TCM 型組織
の特性を失っていく時にこそ、報酬格差の問題が顕在化する。一方、SMD 型組織は、企業内
及び下請け企業との間の報酬格差を広げることを競争力の淵源としている面があり、この第
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を行う企業の従業員といえども、機会主義的に行動する。J 選好のもとで、一種の peer pressure を伴う、
仲間との協働に依存する人事管理は、組織が巨大化するほど有効に機能しにくくなる。このことは「大企
業病」に象徴される、巨大化に伴う日本企業の弊害を生じるため、外部からの市場調達を活用して、取引
費用を削減することは、絶対的に必要である。
xii これまでの筆者の論稿では「現代の独占的競争」と名付けていたものを、本稿では、より一般的に「現代
の市場競争」とする。
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